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平成２２年度第２回 行財政改革委員会 議事録 

 

日 時  平成２２年１２月９日（木）  午後１時００分 ～ 午後３時１２分 

 

場 所  川崎市役所第４庁舎４階第６・７会議室 

 

出席者 委員  辻座長、安部委員、石上
いわがみ

委員、大枝委員、大木委員、佐藤委員、 

        西谷委員、山田委員 

 

市 側     阿部市長、小田副市長、金井教育長、長谷川総務局長、瀧峠人事部長、

平岡総合企画局長、鈴木都市経営部長、南企画調整課担当課長、 

野村財政局長、大村財政部長、三田村財政課担当課長、 

         

事務局     唐仁原行財政改革室長、佐川行財政改革室担当課長、 

篠原行財政改革室担当課長、池之上行財政改革室担当課長、 

白鳥行財政改革室担当課長 

 

議 題  １  新たな行財政改革プラン素案について 

     ２  第３期実行計画素案について 

 ３  その他 

 

公開及び非公開の別    公開 

 

傍聴者  １ 名 

 

議事 

 

佐川行財政改革室担当課長 

 それでは、定刻になりましたので、ただいまから、平成２２年度第２回行財政改革委員

会を開催させていただきたいと思います。 
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 私は、本日の司会を担当させていただきます、総務局行財政改革室の佐川と申します。

どうぞよろしくお願いいたします。 

 会議に先立ちまして、委員の皆様にご報告がございます。 

 このたび、当委員会の委員でございました、前川崎市全町内会連合会会長、小島春男様

におかれましては、平成２２年７月２０日をもちましてご退任されましたことから、委員

につきましてもご退任の旨の申し出がございました。このため、小島前委員から、新しい

会長に就任されました工藤正興様を後任の委員としてご推薦いただきましたことから、当

委員会の委員の任期終了期である平成２３年３月３１日まで、川崎市長より、当委員会の

委員に就任してくださるよう、お願い申し上げたところでございます。 

 また、当委員会の委員でありました、前川崎商工会議所会頭の西岡浩史様におかれまし

ても、平成２２年１１月１２日をもちましてご退任されましたことから、委員につきまし

てもご退任の旨のお申し出がございました。このため、西岡前委員から、新しい会頭に就

任されました山田長満様を後任の委員としてご推薦いただきましたことから、当委員会委

員の任期終了期である平成２３年３月３１日まで、川崎市長より、当委員会の委員に就任

してくださるよう、お願い申し上げたところでございます。 

 それでは、阿部市長から、工藤委員、山田委員に委嘱状を交付させていただきますが、

工藤委員におかれましては遅れるとのことですので、後ほどにいたしたいと思います。 

 それでは、阿部市長、よろしくお願いいたします。 

 山田委員も、恐れ入りますが、その場でご起立ください。 

（委嘱状交付） 

 

佐川行財政改革室担当課長 

 ありがとうございました。 

 山田委員から、一言ご就任のあいさつをいただきたいと思いますので、山田委員、どう

ぞよろしくお願いいたします。 

 

山田委員 

 今、ご紹介いただきました、西岡会頭にかわりまして、先月、会頭に就任いたしました

山田でございます。今日初めて出席しますけれども、よろしくお願い申し上げます。あり

がとうございます。 
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佐川行財政改革室担当課長 

 ありがとうございました。山田委員におかれましては、今後ともよろしくお願い申し上

げます。 

 また、他の委員の皆様におかれましても、本年７月の第１回委員会において、平成２３

年３月３１日までの半年間の任期延長につきまして、ご了承いただいたところでございま

す。このため、本日新しい委嘱状を配付させていただいておりますので、今後ともどうぞ

よろしくお願いをいたします。 

 それでは、会議に先立ちまして、幾つか事務連絡をさせていただきたいと思います。 

 本日の委員会は、公開とさせていただきます。マスコミの方々の取材を許可しておりま

すので、この点もご了承いただきたいと存じます。 

 また、速記者の方に議事録の作成を委託しておりまして、会場内に同席させていただい

ておりますので、あわせてご了承いただきたいと存じます。 

 次に、資料の確認をさせていただきます。 

 お手元に、まず本日の次第。その次に、座席表。その次に、委員の皆様の五十音順の名

簿でございます。その次に、前回委員会の平成２２年度第１回行財政改革委員会議事録、

４２ページものですが、ございます。さらに、冊子で、資料１の新たな行財政改革プラン

素案、同じく冊子で、資料２、第３期実行計画素案、その次に資料３といたしまして、

「第３期実行計画素案」「新たな行財政改革プラン素案」に係るタウンミーティング及び

市民意見募集の実施結果概要でございます。最後に、資料４、「タウンミーティング」及

び「市民意見募集」における市民意見集計表（政策体系別）でございます。 

資料の不備なところがございましたら、お申し出いただければと存じます。よろしいで

しょうか。 

 なお、本日、八木委員におかれましては、所用のため欠席の旨、連絡をいただいており

ます。 

 それでは、初めに阿部市長から、皆様にごあいさつを申し上げます。 

 

阿部市長 

 川崎市長の阿部でございます。 

 平成２２年度の第２回行財政改革委員会の開催に当たりまして、一言ごあいさつを申し
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上げます。 

 委員の皆様方、大変お忙しい中をご出席賜りまして、まことにありがとうございます。

厚く御礼申し上げます。 

 本年度におきましては、平成２３年度からの３カ年を計画期間とする新たな行財政改革

プランと、それから川崎再生フロンティアプランの第３期の実行計画の策定を進めている

ところでございます。７月に行われました第１回のこの委員会におきましても、新たな行

財政改革プラン策定の考え方、そして第３期実行計画策定方針についてご意見をいただい

たところでございます。その委員の皆様方にも資料をお送りさせていただきましたが、１

０月５日に素案を公表しまして、この素案について、各区においてタウンミーティングを

実施してまいりました。タウンミーティングにおきましては、七つの区で、約２，３００

人の方々にご参加をいただきまして、多くの参加者の方々と意見交換をいたしました。ま

た、あわせましてパブリックコメントを実施いたしまして、市民の方々の多くのご意見を

いただいてきております。 

 本日の委員会におきましては、改めて両プランの素案についてご説明申し上げ、委員の

皆様方からご意見をいただきたいと、このように思っております。おおむね２時間という

長時間にわたる会議ではございますけれども、委員の皆様方からの忌憚のないご意見を頂

戴いたしたいと考えておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。本日は、どうも

ありがとうございました。 

 

佐川行財政改革室担当課長 

 ありがとうございました。 

 それでは、議事に入らせていただきたいと存じます。ここからは、座長に議事進行をお

願いしたいと存じます。 

 辻座長、よろしくお願いいたします。 

 

辻座長 

 それでは、最初に、前回の委員会の会議録につきまして確認をいたします。 

 現在、お手元にお配りしておりますが、これはあらかじめ事務局から委員の皆様に送付

しましてご確認をお願いしまして、それについて幾つかのご指摘をいただいて、それを反

映したものを本日お手元に配付しております。ご確認いただきまして、よろしければ、こ
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れで事務局に公開の手続を進めたいというふうに考えますが、よろしいでしょうか。 

（「はい」の声あり） 

 

辻座長 

 それでは、これで公開の手続を進めてください。 

 それでは、本題に入ります。 

 本日は、先ほど説明にもありましたが、議題１で、新たな行財政改革プラン素案につい

て、議題２で、第３期実行計画素案について、これらは一括して事務局から説明をお願い

できればと思います。よろしくお願いします。 

 

白鳥行財政改革室担当課長 

 皆さん、こんにちは。行財政改革室の白鳥と申します。どうぞよろしくお願いいたしま

す。座ってご説明させていただきます。 

 まず私からは、資料１の薄い冊子でございます、新たな行財政改革プラン素案について

ご説明をさせていただきます。 

 まず、表紙をおめくりください。目次でございます。この新たな行財政改革プラン素案

につきましては、全体を５章で構成しております。第１章「想定を超える環境変化と再び

直面する厳しい状況」、第２章「新たな行財政改革プラン策定のねらい」、第３章「改革

を推進するための基盤となるもの」、おめくりいただきまして、第４章「改革の実現に向

けた６つの取組」、それから右下にまいりまして、第５章「推進体制と進行管理」でござ

います。 

１枚おめくりください。第１章「想定を超える環境変化と再び直面する厳しい状況」で

ございます。１、所期の目的を達成しつつある「川崎再生」の取組でございます。真ん中

辺にございますが、主に右肩上がりの経済成長を前提といたしました行財政システムから

の転換を目指しておりました「川崎再生」の取組につきましては、所期の目的についてお

おむね達成しつつあるところでございますが、２の想定を超える環境変化というところで

ございますが、現在、日本社会を取り巻く環境が急速に変化いたしまして、国全体が極め

て厳しい状況下にございます。本市につきましても、再び厳しい状況に直面しているとい

うものでございます。具体的には、３点を掲げております。 

 まず、（１）極めて厳しい財政状況でございます。１枚おめくりください。平成２２年
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度の当初予算におきましては、市税収入が緩やかな増収傾向から、過去最大の減収へと大

きく転換しております。これにつきまして、市税収入の推移のグラフを載せまして示して

いるところでございます。それから、イの２０１０年度予算における減債基金からの新規

借り入れのところでございますが、市税収入が過去最大の減収となる一方、社会保障費等

の扶助費については増加の一途をたどっております。その主な要因は、待機児童対策とし

て多様な保育の充実に取り組んでいること、それから生活保護費などでございます。これ

らにつきましても、まず２ページの右下に扶助費の推移をグラフで示し、３ページには、

民間保育所運営費等の推移、それから生活保護扶助費の推移をグラフで示しているもので

ございます。このようなことから、２２年度予算は、財源対策を講じましても収支不足を

解消することができず、減債基金からの１５０億円の新規借り入れを計上せざるを得なか

ったということでございまして、こちらも、図でわかりやすく示しているところでござい

ます。 

 １枚おめくりください。今後の財政状況の見通しでございます。こちらは、外部の学識

経験者を交えました「川崎市の財政に関する研究会」おいて、一定の条件のもとで、今後

１０年間の収支を見込んでおります。その中で、一定の景気回復による市税収入の増加が

見込まれますものの、やはり歳出では、扶助費、それから社会保障関係の繰出金の増加が

大きく見込まれることから、今後につきましても毎年１５０億円から２００億円を超える

収支不足が継続するということでございます。これにつきましても、小さい字にはなって

おりますが表を入れまして、内訳がわかるように示しているものでございます。 

それから、右の５ページにまいりまして、環境変化の２点目でございますが、こちらは、

本市の将来人口でございます。中でも、イの進展する高齢化という部分でございますが、

今後、本市の人口、まだ２０年ほど増加はしてまいりますが、その人口増加期におきまし

ても、７５歳以上の人口が人数、割合ともにほぼ倍増し、高齢化の確実な進展が見込まれ

ているというものでございます。こちらもグラフがついておりまして、一番上のところが

７５歳以上の推移となっているところでございます。 

おめくりください。環境変化の最後の三つ目でございますが、こちらは、国による政策

変更・制度変更でございます。現在、地域主権改革ということで国庫補助金の一括交付金

化等、検討されているところではございますが、こうした国による政策変更・制度変更に、

適切に対応していかなければならないということでございます。 

 右側の７ページでございます。第２章「新たな行財政改革プラン策定のねらい」でござ
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います。１として、プラン策定の趣旨でございますが、こちらは、現在の極めて厳しい状

況を乗り越えるということと、将来に向けた公共サービス提供システム改革の方向性を明

らかにする、その上で、やがて来る人口減少期を見据えまして、「元気都市かわさき」が

２０年先、３０年先と持続的に発展していけるよう、「活力とうるおいのある都市づく

り」を進めるために策定するというものでございます。おめくりください。２の将来の人

口減少社会を見据えた公共サービス提供システムの構築に向けて、こちらでは、中長期的

に目指すものといたしまして、右の９ページにございます３点を掲げているところでござ

いまして、中でも改革プランの中で一番重要なのが、（１）の市民や事業者等の力が発揮

できる活力ある地域社会でございます。こちらは、高齢化が進展した人口減少社会におい

て、さまざまな世代の市民が生きがいを持っていきいきと暮らしていくためには、それぞ

れが持つ経験や知識、能力を地域で発揮し、活躍していただく場が必要です。さらに、こ

れらの取組が、さまざまな課題などを解決するための方策ともなりますことから、市民や

事業者等の力が発揮できる地域社会の実現に向けた取組を中長期的に目指しまして、進め

ていこうというものでございます。 

 おめくりください。こちらは、第３章「改革を推進するための基盤となるもの」でござ

いまして、まず、この改革プランとともに市政運営の３本柱と位置づけております、１、

自治基本条例に基づく市民本位のまちづくり、２、新総合計画「川崎再生フロンティアプ

ラン」実行計画、これらについて記載をしております。また、右のページでございますが、

３、「財政フレーム」の策定といたしまして、１枚おめくりいただきまして、こちらも右

側のページ、真ん中よりちょっと上でございますが、本プランにおきましても、新たな

「財政フレーム」を策定いたしまして、健全で持続可能な財政構造の構築に向けた道筋を、

今年度末予定している改革プラン成案の中で明らかにしていくというふうにしているもの

でございます。４番の地方分権改革でございますが、おめくりいただきまして、（３）の

本市の対応という部分でございますが、４行目の真ん中辺でございますが、国の動向に適

切に対応いたしまして、条例整備ですとか体制の整備等を進めるとともに、下にまいりま

すが、社会保障をはじめとするさまざまな国の制度につきまして、必要な見直しを国等に

積極的に働きかけてまいろうというものでございます。 

 次に、右側の１５ページでございます。第４章「改革の実現に向けた６つの取組」とい

たしまして、こちらが、今後３年間の具体的な取組について記載しているところでござい

ます。 
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 まず、取組Ⅰ「効率的・効果的な行政体制の整備」でございますが、こちらは、これま

で８年間の取組で２５０９人の職員を削減したところでございますが、前回のこの委員会

の席でも、職員数の推移、グラフ等でご説明いたしましてご意見をいただいたところでご

ざいますが、まず職員全体として削減は進めているものの、まだ類似団体の平均までには

届いていないというのを１５ページのグラフで示しております。 

 おめくりください。その上で、１６ページの右側のグラフでございますが、その原因は

何にあるのかということで、それが福祉関係にあるということで、そちらをグラフで示し

ております。さらに、その福祉関係は何かということで、１７ページの右側のグラフで、

一つは保育所関係の職員数が多いということをグラフで示しております。 

 おめくりいただきまして、１８ページの右側でございますが、保育所と並びまして、や

はり「清掃」部門の職員数が多いと、これらが職員数の平均をいまだに上回っている原因

であるということを明らかにしているところでございます。その上で１８ページの下から

３行目の部分でございますが、保育所など「民生」部門やごみ収集処理等の「衛生」部門、

これらにかかる業務執行体制につきましては、サービス提供手法の見直しを重点的かつ計

画的に進めていく必要があるというのを明らかにしているところでございます。 

その上で、１９ページ、１番でございますが、職員削減目標の設定といたしまして、こ

ちらも先ほどの財政フレームと同じように、今回のプランにおきましても職員削減目標を

設定いたしまして、年度末のプラン成案の策定時点において明らかにするとしているもの

でございます。 

２の公共サービスにおける民間部門のさらなる活用でございます。こちらにつきまして

は、１枚おめくりいただきまして、まず（１）といたしまして、公の施設の管理運営とい

うことで、こちらは指定管理者制度の導入等の部分でございますが、四角の３段目、保育

所の民営化等、引き続き取組を進めていただきますというようなことを、一つ一つ取組の

メニューを示しているところでございます。右のページにまいりまして、公共サービス提

供における民間部門の活用という部分でございます。 

おめくりいただきまして、２２ページの上から３段目、廃棄物収集業務の委託化という

ことで、これまで資源物を中心に委託化を図ってきているところでございますが、その他

の廃棄物収集業務についても効率的・効果的な体制の構築に向けた検討を進めるというこ

とで示しているものでございます。そのほか、その下の廃棄物処理業務の委託化、それか

ら下から二つ目の市バス営業所業務の管理委託化というようなものを示しているところで
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ございます。 

３番目といたしまして、適正な組織規模や職員配置に向けた取組といたしまして、まず

２３ページにまいりまして、（１）施設等の整備と関係組織の再編ということで、施設が

らみの組織再編についてまとめたところでございますが、下から４つ目、こちらもごみ関

係でございますが、処理センターの再編ということで、ごみ減量化を推進するとともに、

現在四つあるごみの処理センターを３処理センター体制の構築に向けまして、検討を進め

ていこうというものでございます。おめくりください。（２）の効率的な行政運営に向け

た内部体制の整備というところでございますが、こちらは、一番上の庁用自動車運転業務

体制の見直し等の、こちらはどちらかというと細かめの取組ではございますが、そういっ

たものもしっかり進めてまいります。それから右へまいりまして、非常勤職員の活用等と

いたしまして、こちらも、ごみ関係でいきますと、一番上の廃棄物収集車整備業務の非常

勤化等を引き続き進めてまいります。 

おめくりください。さらに４といたしまして、効率的な行政経営基盤の確立といたしま

して、（１）給与制度及び福利厚生制度の継続的な見直し、（２）特別会計・企業会計の

健全化の推進等に、引き続き取り組んでまいります。２枚おめくりいただきまして、３０

ページでございますが、債権確保策の強化の取組、それから右のページにいきまして、入

札・契約制度改革の推進等についても、今後もしっかりと進めてまいります。 

おめくりください。５の出資法人改革の推進のところでございますが、こちらにつきま

しても、公益法人制度改革等の社会環境の変化を踏まえまして、法人のあり方等をしっか

りと検討していくというものでございます。 

３枚、おめくりください。６つの取組のうちの取組Ⅱ「組織力の強化に向けた取組の推

進」でございます。こちらは、「職員個人の能力向上への取組」とあわせまして、管理監

督者の組織マネジメント力の向上等、組織力の強化に向けた取組をしっかりと進めていこ

うというものでございます。 

 ２枚、おめくりください。４３ページでございます。取組Ⅲは、「市民や事業者等の力

が発揮できる活力ある地域社会づくり」というもので、先ほど第２章で、中長期的に目指

すものとしてご紹介させてもらってものでございますが、これにつきましては、短期的に

実現できるものではなく、実践の取組を一つずつ着実かつ継続的に積み重ねていかなけれ

ば実現しないものとの認識のもと、次の、１枚おめくりいただきまして、右側の４５ペー

ジでございますが、（１）区役所機能の強化と執行体制の確立に向けた取組、それから
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（２）地域人材の発掘や育成に向けた取組、さらに、１枚おめくりいただきまして左側、

（３）多様な主体の参加と協働による課題解決に向けた取組等を進めてまいります。 

 １枚おめくりいただきまして、こちらは、取組Ⅳ「市民サービスの再構築」でございま

す。社会経済環境が急激に変化する中におきまして、未来を担う子どもたちに負担の先送

りをすることなく、「持続可能な市民都市かわさき」の実現に向けた取組を進めるといた

しまして、一つ目として、国の政策及び制度変更にあわせた見直し、右にまいりまして、

二つ目として、これまでの方針に基づく見直し、おめくりいただきまして、３といたしま

して、一度見直しを実施したものの、見直し後の状況変化に対応するためのさらなる見直

し、それから４といたしまして、その他の状況変化に対応するための見直しというような

ものを進めていこうというものでございます。それから、５１ページの真ん中より下でご

ざいますが、補助・助成金の見直し、おめくりいただきまして、受益者負担の適正化、こ

れらについても引き続き継続してまいります。 

 それから、右のページにまいりまして、取組Ⅴ「地方分権改革等に向けた取組」でござ

いますが、こちらは、この四角の中にございます義務付け・枠付けの見直しと条例制定権

の拡大への対応、それから、おめくりいただきまして、国の制度見直し等に向けた提案等

を進めてまいるものでございます。 

 おめくりいただきまして、取組Ⅵ「将来を見据えた都市基盤施設の整備と活用」でござ

います。右にまいりまして、都市基盤施設の整備といたしましては、事業選択の考え方等

を示すとともに、２枚おめくりいただきまして、こちらでは戦略的な資産活用ということ

でございまして、真ん中より下の部分でございますが、本市が保有する土地や建物などの

資産を重要な経営資源として再びとらえ直しまして、総合的な資産活用の取組を推進して

いこうというものでございます。下から２行目の終わりですが、総合的な資産活用に必要

となるデータを一元的に管理する仕組みの構築ですとか、情報分析・評価手法の確立に向

けた取組を現在進めておりますので、これを活用いたしまして、１枚おめくりいただきま

して、右の６３ページのアの部分でございますが、複合化や機能転用等による現有資産の

最適な活用、それから、おめくりいただきまして、左側の予防保全型の維持補修による長

寿命化の推進、右にいきまして、従来手法による市有財産有効活用の推進といたしまして、

四角の一番上にございます、駐車場の有料化等の取組を進めていくものでございます。 

 もう１枚おめくりいただきまして右側、最後の第５章でございます。推進体制と進行管

理といたしまして、本日お集まりいただいております行財政改革委員会等の意見を伺いな
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がら、毎年度の進捗状況や環境変化に応じまして、実施内容の具体化ですとか見直しを適

時行ってまいるものでございます。 

 以上で、改革プラン素案の説明を終わりにさせていただきます。 

 

南企画調整課担当課長 

 それでは、引き続き、第３期実行計画素案につきましてご説明させていただきます。 

総合企画局の企画調整課、南と申します。どうぞよろしくお願いいたします。座って説

明させていただきます。 

 資料は、こちらの資料２、第３期実行計画素案という冊子でございます。 

 初めに構成でございますけれども、表紙と、もう１枚おめくりいただきまして、左側に

目次がございます。１から４まで、１の第３期実行計画の策定に向けて、２、重点的・戦

略的に取り組むべき施策、３、第３期実行計画の主な取組、４、区計画で構成されてござ

います。 

 １枚おめくりいただきまして、１ページからでございますけれども、フロンティアプラ

ンの趣旨、その下にはフロンティアプランの構成、おめくりいただきまして２ページ目に

は、「誰もがいきいきと心豊かに暮らせる持続可能な市民都市かわさき」をめざして、こ

れをまちづくりの基本目標と掲げているということを記載してございます。 

 おめくりいただきまして４ページでございますが、第２期実行計画の推進と成果という

ところでございますが、現在取り組んでおります第２期実行計画につきましては、おおむ

ね順調に進捗しているということを記載してございます。 

 お隣の５ページからは、第３期実行計画の要件といたしまして、一つ目は人口動向、こ

ちらは、前回のこちらの委員会でもご説明させていただきました人口推計でございますけ

れども、２０３０年まで増加し、１５０万８，０００人となり、その後減少に転換するこ

と、また、おめくりいただきますと、右側の７ページからは、本市の財政状況と今後の見

通しということでございまして、先ほどの改革プランと同様に、大変厳しい財政状況であ

るという旨を記載してございまして、こうした状況を踏まえての計画策定となるというこ

とをお示ししているものでございます。 

 １０ページをお開きくださいませ。１０ページからは、基本的な考え方といたしまして、

こちらも前回ご説明させていただきました策定方針、あちらの内容と同様でございますけ

れども、第３期実行計画の策定に当たりましての基本的な考え方といたしまして、一つに
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は、基本構想の実現を目指した取組の推進ということで、イの基本的な視点、四つの視点

を踏まえて計画を策定していくということで、（ア）といたしましては、当面の人口増な

ど環境変化への的確な対応、（イ）といたしまして、中長期的なまちづくりの方向性を踏

まえた取組の推進、（ウ）といたしまして、成長戦略を踏まえた取組の推進、（エ）とい

たしまして、地域特性・課題に応じた取組の推進、こういった視点を踏まえながら、また

行財政改革の取組と連携し、財政フレームとの整合を図るよう策定を進めていくという、

計画策定の考え方をお示ししているところでございます。 

 続きまして、１３ページでございますが、重点的・戦略的に取り組むべき施策というこ

とで、重点戦略プランにつきまして、１３ページから記載してございます。おめくりいた

だきまして、１４ページのところにございますように、第３期実行計画におきましても、

第２期の重点戦略プランの構成ですとか基本的な考え方を継承、発展することとしており

まして、「人間都市」「安心快適都市」「元気都市」「安定持続都市」「オンリーワン都

市」という五つのキーワードを踏まえまして、新たな飛躍に向けて取組を推進することと

いたしております。 

 次に、第３期実行計画の主な取組でございますけれども、２７ページから２８ページと

いう折り込みになってございますページがございますので、そちらをお開きくださいませ。

こちらにございますように、新総合計画では、「７つの基本政策」、こちらの左に、安全

で快適に暮らすまちづくりから始まります７つの基本政策によりまして、本市が取り組む

すべての施策を体系的に整理しているものでございます。２９ページ以降に、基本政策ご

との体系図を示しております。 

本日は、基本政策ごとに主な取組をご紹介してまいりたいと思っております。 

４２ページをお開きくださいませ。このように主な取組ということで、各ページが構成

されておりまして、その構成でございますが、まず現状と課題ということで、現状と課題

認識、その下に計画期間の取組ということで、この３カ年の取組を文章で表現してござい

ます。一番下に主な事業ということで、３カ年の具体的な取組を事業ごとに整理している

というものでございまして、この３カ年の取組ということで、３年間でこれだけという形

で表現してございますけれども、今後これを予算編成作業等との調整を踏まえまして、最

終的には、３カ年の年度ごとに箱が分かれた形での、年次を明らかにした取組内容を記載

した、そういった実行計画にこれからしてまいります。 

 本日は、この計画期間の取組の部分をごらんいただきながら、主な取組をご紹介させて
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いただきたいと思っております。 

 最初に、こちらの４２ページ、基本政策Ⅰの「安全で快適に暮らすまちづくり」の主な

取組といたしまして、救急医療体制づくりの推進でございますが、ページ中ほどの計画期

間の取組、二つ目の黒丸にございますように、救急医療体制の充実に向けまして、重症患

者の迅速な受け入れが可能な体制を整備するとともに、一番下の黒丸のところにございま

すように、周産期医療の充実に取り組みまして、安全・安心に出産ができる体制を整備し

てまいります。また、お隣の４３ページでございますが、健康安全研究センターの整備・

運営でございますけれども、感染症や食中毒などの健康危機から市民を守るため、２０１

２年度の開設を目指しまして、高度な検査機能を有する拠点として整備してまいります。

基本政策Ⅰでは、このほかにも、いわゆるゲリラ豪雨に対応した浸水対策の取組の推進で

すとか、公共建築物の耐震化の推進などによります災害に強いまちづくりですとか、ＪＲ

南武線の稲田堤駅の橋上駅舎化の整備など、利用しやすい交通環境の整備などに取り組ん

でまいります。 

 続きまして、６８ページでございますが、基本政策Ⅱ「幸せな暮らしを共に支えるまち

づくり」の主な取組でございますが、こちら６８ページ、効果的な介護予防の仕組みづく

りでございます。取組のところの一つ目の丸にございますように、介護予防いきいき大作

戦事業を展開いたしまして、介護予防の取組や介護予防の重要性を広めていく、いきいき

リーダーを養成してまいります。また三つ目の丸にございますように、いこいの家の夜

間・休日開放を進めてまいります。お隣、６９ページでございますが、認知症高齢者施策

の充実では、認知症高齢者や障害をお持ちの方が地域で安心して生活を続けられるように、

取組のところにございますように、相談窓口となりますあんしんセンターですとか、認知

症コールセンターを円滑に運営してまいります。１枚おめくりいただきまして、７０ペー

ジでございますが、高齢者の多様な居住環境の整備につきましては、特別養護老人ホーム

整備促進プランに基づきまして、特別養護老人ホームの整備を進めるなど、高齢者の地域

における安心な生活を確保してまいります。この基本政策のⅡの中では、このほかにも、

中原区井田にございますリハビリテーション福祉・医療センターと、それから川崎区日進

町にございます福祉センターの再編整備ですとか、北部保健医療圏の病床不足に対応する

ため、民間医療法人によります新百合ヶ丘総合病院の平成２４年度の開設、また、信頼で

きる市立病院の運営など、こういった取組を進めてまいります。 

続きまして、８７ページをお開きくださいませ。８７ページ、基本政策Ⅲの「人を育て
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心を育むまちづくり」でございますが、主な取組といたしましては、こちらの地域におけ

る子育ての支援と拠点づくりでございます。こちらでは、取組の二つ目の丸のところにご

ざいますように、子育て全般に関する専門的な支援拠点といたしまして、民間保育所に併

設いたしました地域子育て支援センターの整備を進めてまいります。また、１枚おめくり

いただきまして、８８ページでございますが、多様な保育の充実では、取組のところにご

ざいますように、新保育基本計画に基づく総合的な保育施策の充実を図りまして、今後３

年間で約４，０００人の保育受け入れ枠の拡充を図ってまいります。基本政策Ⅲでは、こ

のほかにも、幸区鹿島田にこども家庭センターを、また、多摩区生田に北部児童相談所の

平成２３年度の開設、子どもの理科教育の充実など確かな学力の育成、不登校等に総合的

に対応いたしました教育体制づくりの推進ですとか、児童生徒の増加に対応した教育環境

の整備、また２４年度には、武蔵小杉駅前に新中原図書館を開館いたします。さらに地域

の大きな財産であります学校施設につきまして、地域を主体といたしました管理、有効活

用などの取組を進めてまいります。 

続きまして、１１７ページ、基本政策Ⅳの「環境を守り自然と調和したまちづくり」の

主な取組でございますけれども、本市の地球温暖化対策でございます「ＣＣかわさきカー

ボン・チャレンジ川崎エコ戦略」を推進していく中で、地球環境配慮の推進といたしまし

て、こちらのページ、取組の二つ目の丸にございますが、低ＣＯ２川崎ブランド、これは、

環境技術を生かしてライフサイクルで二酸化炭素の削減に寄与する製品・技術・サービス

を認定するものでございますけれども、この低ＣＯ２かわさきブランドの認定などを進め

てまいります。 

続きまして、１２１ページでは、再生可能エネルギーの導入の推進といたしまして、取

組の一つ目の丸にございますように、平成２３年度に、臨海部に日本最大級の川崎大規模

太陽光発電所が竣工いたしますとともに、一番下の丸でございますが、住宅用太陽光発電

への助成を引き続き実施するなど、補助制度の拡充をしてまいります。 

さらに１２４ページでございますが、１２４ページの主な取組、資源物の分別収集の推

進といたしまして、取組のところにございますように、プラスチックの分別収集につきま

しては、２３年度から全市に展開いたしてまいります。基本政策Ⅳ、このほかの取組とい

たしましては、等々力陸上競技場の整備・改築ですとか、生田緑地のビジターセンターの

整備ですとか、２３年度藤子・Ｆ・不二雄ミュージアムや、青少年科学館の開館、中央広

場の整備・完成に向けた取組、こういった取組を進めてまいります。 
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続きまして、１３７ページをお開きくださいませ。１３７ページ、基本政策Ⅴ、「活力

にあふれ躍動するまちづくり」でございますが、主な取組をご紹介いたしますと、経済の

国際化への対応といたしまして、取組の一つ目の丸にございますように、市内企業と外国

企業とのビジネスマッチングなどに取り組んでまいります。さらに１４３ページでござい

ますが、１４３ページ、福祉産業の振興といたしまして、取組一つ目のかわさきＫＩＳの

理念の普及、ブランド化を図ってまいります。その次のページ、１４４ページでございま

すが、環境調和型産業の振興といたしまして、取組の一つ目の丸にございますように、川

崎国際環境技術展の開催など、川崎の特徴・強みを生かしました産業の創出・振興を推進

いたします。あわせて１４６ページでございますが、先端科学技術の振興といたしまして、

一つ目の丸にございますように、新川崎「創造のもり」にナノマイクロ産学官協働研究開

発施設を整備いたしまして、市内企業のものづくり企業の高度化や産業イノベーションの

創出に向けた取組を進めてまいります。次に、１５１ページでございますが、１５１ペー

ジ、川崎殿町大師河原地域の拠点整備といたしまして、臨海部地域におきましては、羽田

空港の再拡張国際化を契機といたしまして、この取組の二つ目のところにございますけれ

ども、殿町３丁目に中核施設といたしまして、産学公民連携研究センターなどを整備いた

しまして、環境ライフサイエンス分野を中心とした拠点形成を誘導してまいります。基本

政策Ⅴでは、このほか融資制度の充実など中小企業の経営安定化に向けた支援ですとか、

活力ある商業の促進、川崎育ちの市内消費の推進など地産地消の推進によります都市農業

の振興、また川崎駅周辺地区ですとか小杉駅周辺地区など都市の拠点機能の整備といった

取組、さらには、川崎縦貫道路、臨港道路東扇島水江町線、京浜急行大師線連続立体交差

事業など基幹的な交通体系を構築する取組、また、川崎縦貫鉄道線、いわゆる地下鉄につ

きましては、新技術による川崎縦貫鉄道整備・推進検討委員会を通じました幅広い視点で

の検討、事業化に向けた取組の推進などがございます。 

続きまして、１７５ページをお開きくださいませ。基本政策Ⅵ「個性と魅力が輝くまち

づくり」の主な取組でございます。本市では、音楽のまちづくり、スポーツのまちづくり

とともに、映像のまちづくりを進めているところでございますが、こちらの映像によるま

ちづくりの推進といたしまして、取組の二つ目の丸にございますように、２０１１年に麻

生区白山に開校予定の日本映画大学を初め、市内の映像関係事業者ですとかＮＰＯ法人な

どと連携いたしまして、映像に関する地域資源を生かすことにより、ロケ地誘致の推進な

ど市が持つ魅力を発信し、地域の活性化につなげてまいります。また、１７９ページでご
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ざいますが、１７９ページの文化資源の活用・連携、こちらにつきましては、取組の丸三

つ目にございますが、２０１１年秋の藤子・Ｆ・不二雄ミュージアムの開館、また一番下

の丸ですけれども、２０１３年度の東海道まちづくり文化交流拠点への開設に向けまして

取組を推進し、川崎の新たな魅力づくりを進めてまいります。 

続きまして、１８７ページをお開きくださいませ。基本政策Ⅶ「参加と協働による市民

自治のまちづくり」の主な取組でございますが、こちらの自治基本条例に基づく自治の推

進といたしまして、取組の一つ目の丸にございますように、自治基本条例の自治運営の基

本原則に基づきます制度等のあり方につきまして調査・審議いたします、自治推進委員会、

この自治推進委員会の提言の具現化を進めてまいります。また、おめくりいただきまして、

１８８ページでございますが、分権改革の推進といたしまして、地域主権改革に伴い必要

となります条例等の整備を進め、政府の地域主権改革に適切に対応してまいります。１９

３ページをごらんくださいませ。１９３ページ、利便性の高い快適な窓口サービスの提供

といたしまして、取組の二つ目の丸にございますけれども、来庁者にとって快適な区役所

サービスを提供いたしますために、届出書の記載のお手伝いですとか、案内誘導を行いま

すフロアマネジャーを各区役所に設置するなど、適切な窓口案内ですとか、ワンストップ

サービスの拡充などに向けた取組を進めてまいります。また、コンビニエンスストアを含

めました、証明書発行拠点についての検討を進めてまいります。１９５ページでございま

すけれども、区役所と支所・出張所等の窓口サービス機能再編の取組といたしまして、取

組の二つの丸にございますが、出張所等の窓口を区役所に集約するとともに、その下の丸

では、地域の市民活動拠点としての市民活動コーナーの整備の推進など、拠点としての機

能を順次強化してまいります。基本政策Ⅶでは、このほか、幸区役所庁舎の建設を初めと

いたしました区役所等庁舎の計画的・効率的な整備を進めますとともに、実効性のある区

民会議の運営を図ってまいります。 

最後に、区計画についてのご説明をさせていただきます。２０１ページをお開きくださ

いませ。区計画につきましては、（１）のところにございますように、本市では、これま

で市民にとって身近な行政機関であります区役所を、窓口サービスの提供に加えまして、

地域が抱えるさまざまな課題を市民との協働により解決できる市民協働拠点としていくこ

とを目指しまして、区行政改革を推進してきております。（２）のところにございますよ

うに、第３期実行計画における区計画では、地域課題の解決に向けまして、区役所が地域

の総合的な視点から地域特性・課題を整理するとともに、局・区間の連携を一層強化した
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取組を推進することといたしております。 

区ごとの区計画を、川崎区を例にご紹介いたしますので、２０３ページをお開きくださ

いませ。区ごとの区計画につきましては、最初に、区の概況と特性、続きまして、区の現

状と主な課題、地域の課題解決に向けた主要な取組、計画期間の具体的な取組という形で

構成してございまして、各区におけます地域の課題の主なものを、区の現状と主な課題と

いうところで、それぞれ三つから四つ、ピックアップしてございます。川崎区の場合は、

２０３ページの下の部分にございますように、子どもを取り巻く環境、それから次のペー

ジにまいりまして、進行する高齢化、さらに次のページにまいりまして、川崎駅東口周辺

の放置自転車という、この三つを掲げてございまして、それらの課題の解決に向けた主要

な取組といたしまして、その下の地域の課題解決に向けた主要な取組ということで、各区

の取組の方向性をお示ししてございます。２０７ページ以降には、計画期間の具体的な取

組ということで示してございますが、この具体的な事業につきましては、区役所が主体的

に取り組む事業、区役所と関係局が連携しながら進める事業などを、基本政策ごとに取り

まとめてございます。 

第３期実行計画素案につきまして、説明は以上でございます。 

 

白鳥行財政改革室担当課長 

 続きまして、ちょっと説明が長くなって申しわけないんですが、市長のごあいさつの中

でもご紹介させていただきました、タウンミーティング等の実施結果の概要についてご説

明いたしますので、資料３をごらんください。 

 資料３、「第３期実行計画素案」「新たな行財政改革プラン素案」に係る「タウンミー

ティング」及び「市民意見募集」の実施結果概要でございます。 

 こちらの表にございますとおり、タウンミーティングにつきましては、１０月１２日の

火曜日を皮切りといたしまして、７区において各１カ所、１０月２７日までの間に７回開

催をしてございます。参加者数につきましては、全部で２，３７８人の参加をいただいて

いるところでございます。その中で、３１７件の意見カードをいただきまして、実際その

カードの中には複数の意見がございますものもありましたので、意見数としては、４６６

件の意見を頂戴したところでございます。また、当日、会場では、合計８０人の方から発

言をいただいております。下にまいりまして、会場内での発言者の主な意見でございます

が、まず、「第３期実行計画素案」につきましては、自主防災組織の運営や備蓄倉庫の整
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備など災害対策についてのご意見、それから保育所の整備など子育て環境の整備について

のご意見等をいただいたところでございます。また、「新たな改革プラン素案」について

のご意見といたしましては、今後の収支不足への対応など市の財政状況についてのご意見、

それから保育所保育料の見直しなど市民サービス見直しの考え方についてのご意見をいた

だいたところでございます。 

 おめくりいただきまして、「パブリックコメント手続」についてでございます。パブリ

ックコメントというのは、市政だよりですとかホームページ等で計画、この素案を公表い

たしまして、一定期間、この案件の場合は１０月８日から１１月８日までの間に、下にご

ざいますとおりメールですとかファクス、郵送、持参等でそれぞれご意見をいただいたと

いうものでございます。こちらについては、１２４人の方から意見を頂戴いたしまして、

中身の意見数といたしましては、２９０件いただいているところでございます。主な意見

といたしましては、第３期実行計画素案につきましては、老人医療費助成など医療費等の

支援の実施についてのご意見、改革プランにつきましては、市民サービス見直しの考え方

についての意見等をいただいているところでございます。 

 ３番でございますが、今後につきましては、これまでも紹介させていただいております

が、２月上旬にプランの案という形で公表をさせていただきまして、その後３月下旬に成

案というふうに考えているところでございます。また、３月下旬には、もう一度この委員

会を開催させていただきまして、成案についてのご説明をさせていただく予定となってお

ります。 

 右側にございます「出前説明会」というものにつきましては、市長が直接市民の方とお

話をしていただくタウンミーティング、こちらについては、なかなか時間・会場等も限ら

れますので各１カ所しかできません。そんなこともございまして、なるべく多くの方にき

め細かく説明をするということで、我々事務方で、各集まり等にご説明に伺わせていただ

いているものでございまして、これにつきましては、１枚めくりますとございますとおり、

全部で１００回ちょうど開催ということになりまして、参加人数といたしましては、２，

０００人弱、この中でも、それぞれ会によって時間等も変わりますが、ご説明を申し上げ

て、また意見等をいただいているというような状況でございます。 

 もう１個、資料４といたしまして、意見の政策体系別に主な項目等を並べた資料をおつ

けさせていただいておりますが、こちらは、時間もございますのでご説明は省かせていた

だきますので、後ほどご参照いただきたいと存じます。 
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 長くなりましたが、説明は以上でございます。 

 

辻座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、ただいま説明のありました議題１及び議題２につきまして、皆さんから順番

に、ご意見、ご感想、ご質問等をいただきたいと思います。 

 それでは、佐藤委員から、いかがでしょうか。 

 

佐藤委員 

 今、いろいろ説明を伺いまして、特にこの新改革プランの素案、非常に各分野にわたっ

て綿密に検討されているし、構成されていると。そういう意味で非常に充実したプランで

あるなと感じたわけです。 

 それで、これを拝見させていただいて、二、三点、感想なり提案なりをさせていただき

たいんですが、一つは、高齢化の問題でございます。この中にも取り上げられているわけ

ですが、この素案の５ページに高齢化の問題、いろいろ詳しく出ているわけです。その中

で特に感じましたのは、高齢者を福祉サービスの受け手としてとらえるのではなくて、公

共サービス提供の担い手として役割が期待されるんじゃないかと書いているわけです。そ

して今後の取組として、シニア世代との協働による行政運営の仕組み構築が必要だと、こ

ういうふうにうたっているわけです。確かに、先ほどの説明にもありましたように、６５

歳以上の人も平成４０年には２３％近くになる、７５歳以上の人は倍増してしまう。この

ように高齢者が大幅に増加をするということを前提とすると、高齢者対策の一環として、

公共サービスの担い手としての役割、これを具体的に実現するということは、これからは

やはり避けて通れない課題ではないかと思うわけです。 

現に、他都市においても、既に高齢者の活用策は、非常にいろいろなアイデアを出して、

非常に積極的に取り上げておられる。そして、しかもかなりの実績を上げている。何も、

高齢者の場合は必ずしもコストの増大を伴うものばかりではありませんから、高齢者の意

欲を刺激することによって、非常に大きな実績を上げているところがある。ましてやこの

素案の中におきましても、例えば９ページには、地域の課題は、市民みずから解決してい

くのが基本であると。同時に市民それぞれが持つ経験・知識・能力を地域で発揮、活用で

きる場が必要だとうたっているわけですが、市民でもありますこのシニア世代、この活用
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策を具体化して拡大していくことによって、貴重な能力を活用できるような施策というの

は、この内容では、必要だということで先々の課題と受けとめているような表現にも思え

るわけですけれども、より具体的な素案に盛り込む仕組みが必要なんじゃないかなと感じ

るわけです。 

サービスの話が今出ましたので、サービスについて、もう少し違う観点からの説明をさ

せていただきたいのですが、私は、このサービスという問題が非常に特に重要だと思って

おりますのは、厳しい財政の中でも、行政としては、福祉サービスをいかに充実していく

かということは図っていかなきゃいけないということは当然なんですけれども、それと同

時に、条件やケースに応じては、場合によっては公共サービスを縮小していかなきゃいけ

ない事態も想定していかなければいけないんじゃないか。前回の委員会でも、阿部市長か

らは、例の生ごみ収集回数の削減事例の説明もございましたけれども、このサービスの縮

減については、事情によっては市民に受忍できるようなＰＲ、それから意識改革、これを

今からどんどん進めて具体的に検討して、そしてこの新たな改革プランの中にもその考え

方をより多く取り込んでいく時期に来ているのではないかなと思うわけです。確かに、こ

の問題は、行政としては打ち出しにくい面が非常に多いのだろうと思うのですけれども、

やはりこれは避けて通れない課題だと私は思います。 

 それから次の点ですが、先ほどご説明がありました、組織力強化の問題であります。素

案の３９ページで、先ほど説明をいただきました。組織力強化に向けてということで、確

かに２００４年以来、人材育成基本計画に基づいて、計画的に職員や管理監督者に対して

積極的な教育を展開してこられた、実効を上げてこられた経緯が、ここには述べられてお

ります。しかし反面、民間の面から見ますと、先ほど来いろいろ出ていますように急速に

環境が変化する。この変化に対応するために、新しい経営手法、新しい管理手法、新しい

技術開発、こういったものの導入とか体制整備、これに非常に多額の労力と費用を投入し

ているわけです。とにかく厳しい企業間競争に打ち勝つには、こういった努力が絶対必要

であるし、これは、この現状のままで推移してしまうということは、即、企業間競争から

脱落する、生き残ることはできない、こういうことにもつながるわけであります。 

川崎市では、確かに、３９ページには組織マネジメント強化の取組とか、あるいは４０

ページにも職員の能力が発揮できる環境づくりとか、あるいは人材育成、こういったもの

について種々の取組を進めておられることは事実ですが、変化の速度は物すごく速まって

きている。そして、現在よしとしている手法でもどんどん陳腐化する現状にある。こうい
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ったことを考えると、この新しい管理手法、人材育成システム、あるいは技術システム、

こういったものの開発、定着化、これには民間と同じような熱意を持って取り組まなきゃ

いけない時期にあるんじゃないか。このような面へのさらなる注力を、この新しいプラン

に取り入れたほうがいいのではないかなと思って、提案をさせていただきます。 

以上であります。 

 

西谷委員 

 今、佐藤委員から、綿密にこのプランについて述べられましたけれど、やはり、ますま

す高齢化する、それから財政も緊迫してくる中で、改革をしていくための担い手として市

民をどう位置づけるかということが大事になってくるのではないかと思っております。第

３章で、改革を推進するための基盤となるものの一つに、基本条例に基づく市民本位のま

ちづくりというところがございます。これに、私も長年関連していました区民会議の位置

づけが、いろいろなところでされているのですが、ここをもう少し強化していく必要があ

るのではないか。市民がどういうふうに行政と協働していくかといったときに、なかなか

入りにくいところがあるのですね、市民は。その一つのきっかけとして、いろいろな分野

から集まってきている区民会議は、非常にそれを浸透させやすい立場にあるのではないか

と思っております。区民と行政の協働の拠点となるような区役所、それをどう活性化して

いくかということもかかわってくるので、もう少しここのところを考えてみてはと思って

おります。 

 私、二期４年間、区民会議をやりました経験上、一期２年というのは非常に中途半端な

んですね。新しい委員が集まって、いろんな区の中のことを検討していく。それを検討し

ながら、今この区で何が必要なのかということを解決していこうというときに、その議論

は、どうしても半年はかかります。そして、やっと議論してそれを実行していく段階にな

ると、もうあと１年しかないといったことになると、なかなか難しいということがあって、

せっかくいい位置づけをされているのにもかかわらず、少し中途半端になっているのでは

ないかと感じましたので、このあたりをもう一度ご検討いただいて、任期を３年なり４年

なり、３年ぐらいが一番負担がなくていいのかなというふうには思っておりますが、その

点を一つご検討いただければと思っております。 

 非常に広範囲にわたる各分野のプランなものですから、すべてをなかなか検討しにくく

て、さて、いろんな団体があって、これを統合できないものかなというところもあります
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けれど、こういうところをもう少し検討していただいて、例えば民営化するもの、それか

ら指定管理者でいいもの、それから直営にやはり戻したらいいもの、再度検討していただ

けたらいいと思っております。私が知らない面がたくさんありますので、これは必要か必

要でないかということはわかりにくいものですから、ぜひお願いしたいと思っています。 

 以上です。 

 

山田委員 

 この素案の改革プランでございますけれども、全体的に意欲的、改革の熱意を感じるプ

ランになっていると思っております。研究会の将来１０年間の財政の見通しが、１５０億

から２００億不足するというデータがあるわけですけれども、そこで一つ、素案の５２ペ

ージに受益と負担の適正化というところがありますけれども、私は、受益者の負担を十分

に検討してもいいのではないかと思っております。 

 もう一点申し上げたいのですが、６０ページ以降の戦略的な資産活用、資産マネジメン

トプランの策定でございますけれども、これは非常にいい考え方と思っておりまして、川

崎市の財産、資産をもっと有用に活用したらいいと思うわけです。６０ページに記載があ

りますけれども、土地の高度利用、あるいは施設機能の複合化、あるいは転用を検討して

いただきたいと思っておりまして、複合化、転用、ここにいろんな取組がありますけれど

も、例えば、現在もなされているところがあるわけですけれども、学校施設の有効活用の

推進、これも全校的に、また時間的にも有効活用を図ることが極めて重要であると思って

おります。 

 それから、１５０億、２００億の財政事情にも関連して、資産活用の中で、屋外広告事

業の推進というところもあるわけですけれども、市のあらゆる資産、これも小さい積み上

げになると思うのですけれども、この広告事業の収入もそれぞれ有用に使っていけば、小

さい積み上げですけれども大きな額になると思いますので、この辺も市内全資産にわたっ

て十分な検討がなされればいいのではないかというふうに思っております。 

 以上でございます。 

 

安部委員 

 まず、しっかりまとめていただいて、非常に読みやすくなっているなというふうに思い

ますけれども、いろいろこういうことをやらなきゃならないという背景には、やっぱり経
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済的な今大変厳しい状況も当然起因しているというふうに思いますし、いろいろテレビ、

新聞等を見ますと、今まさにこの時期になると、来年の見通しはどうなんだというような

話をされていますが、いろんな人の話を聞くと、アナリストからエコノミスト、企業の社

長さん、例えば株価の予想とか為替どうなるんだという話を聞くと、かなり差があるなと。

では、やっぱり読めていないんじゃないかなと思っていて、評論家の皆さんも、一番厳し

い人は、株価もせいぜい１万２，０００までいくかどうか、為替だってひょっとしたら６

０円台かもしれないみたいな、そんなところまで考えているのかなと。私はそこまで思っ

てはいませんけれども、そういう厳しい状況の中で、資料の４ページを見ますと、川崎市

の今後１０年間の収支見通しの記載がありますけれども、２０２０年まで見ますと、収支

不足が１５０億から２０８という非常に厳しい状況の中で、やることはたくさんありまし

て、その中でも、この間も市長にはお話ししましたが、少子高齢化がどんどんこれから加

速をして、最終的にどうやっていくのかというのが大きな問題になってくるわけで、これ

はお金を何も使わずにできるかというと絶対無理な話で、もっともっと費用が発生すると

いうような厳しい状況の中で、本当、これに書いていること以上に何かをやらなければな

らないのかなという感覚は、非常に持っています。 

 これは市民と考えないと、行政だけで考えていても解決する話ではないので、どんどん

いろんな場面で、いろんな会議体の中で、いろんな人たちと議論する必要があるのかなと。

そういうことで、区民会議はしっかり機能しているのかなと私は思っていますが、実際、

区民会議で出された意見はどのように反映されているのか、よくわからないですね。例え

ば、その場で答弁をして回答をもらって終わりなのか、そうではなくて、最終的にそこで

出された意見がどうなって、それは市民の皆さんにどう伝わっているのかというのが、僕

にはよく見えないところがあるので、その辺をちょっと教えていただきたいなと思います。 

 あと、気になるところがありまして、職員の削減という部分があったと思います。１９

ページに職員の削減目標があって、３年間で１，０００名削減をさせるというのは、我々

働く者の代表ということからすると、そのプロセスはどうなっているのかなと。今までも

多く人員削減を進めてまいりましたけれども、我々も今、雇用の話をしている中で、やっ

ぱりやり方だと思うのですね、重要なのは。削減しなければならないのは、しようがない

ということで、どうやって削減していくのか、そのプロセスを知りたいなと思います。 

 私からは、以上でございます。 
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辻座長 

 ちなみに、１，０００人というのは過去ですね。以後は、これから新しく目標を立てる

んですけど、職員削減に関するご質問ということで承知しました。 

 

石上委員 

 私も収支見通しについてなんですけれども、１６３億円、市税が減ったと。いわゆるリ

ーマンショック云々ということだろうと思うのですが、そこからの回復という話をよく聞

くわけですけれども、どの程度回復しているのか、リーマン以前にいつごろ何が戻ったの

かという話をしばしば耳にするんですが、こちらの収支見通しですと、２００９年の予算

の２８９０の水準に戻るのが２０１６年ぐらい、２００９年水準まで戻るのにこれから五、

六年という結構長い期間、中位推計では試算されていらっしゃるわけです。それぐらい回

復までに時間がかかるという厳しいご認識をされているのかなと改めて感じましたが、こ

れは一時的に戻るというレベルのものではなくて、より構造的な打撃を市の産業に与えた

と考えたほうがいいのかどうか、そのあたりを教えていただければと思います。 

 もう一点ですが、税収を戻す、あるいは増やすのには、やはり産業ということになるの

かと思うのですけれども、先ほど川崎区の話で、工場の跡地にマンションができて、新し

く、お子さんが増えていろいろ大変だという話があったかと思います。もちろん工場の跡

地が何もないよりはマンションができたほうがいいし、新しい産業がどんどん入ってくる

形がベターなのかなと思うのですけれども、羽田の国際化等々、ますます川崎の立地のア

ドバンテージは増しているような印象もあるので、より強気なといいますか、戦略的な新

しい産業の誘致も既にされていらっしゃるわけなんですけれども、何か夢のあるようなビ

ジョン、これからさらに描かれるような予定があるのか、あるいは既にこれだけの実績が

あるんだといったような、明るい話も伺わせていただければありがたいかなと思いました。 

 以上です。 

 

大枝委員 

 シニアの関係と、それから子どもの関係と、二つの視点でお話をさせていただきたいと

思います。 

 高齢者を福祉対象ではなくて、活力として協働による行政運営と、まさにそのとおりだ

と思いまして、川崎市では、厚い冊子の１１３ページに、シニア世代の豊かな経験を生か



 25

す仕組みとありますけど、こちらで上げていらっしゃる、いきいきシニアライフ促進事業

は、５年か６年か前からされていらっしゃっていて、私も関わりをさせていただくことが

ありましたが、私は今年、横浜の地域活動を支援する機会があってこのシニア事業の話を

しましたら、横浜のまちづくりＮＰＯの方から、それはすごい事業であると言われました。

これは、シニアの方に集まっていただいて、チームづくりのワークショップをやって、そ

こから活動体のＮＰＯが起きていって、今ホームページのシニアリポーター、地域で活動

するリポーターの方がたくさん増えているという仕組みになっているんですが、そういう

続く形をやっているのを、市が支援しているのはすごいと非常に言われました。私も何か

川崎でやっていて、他都市から見たらすごいねと言われるようなことは、もっときっとた

くさんあるだろうと思うのですが、なかなか知っていただけていないのかなという気がと

てもしていまして、そういうことを市民の方もきっと知らないのだろうと思いますので、

ぜひそれが知られていく仕組みをうまくつくっていかれるといいんじゃないかなと思いま

す。横浜は町も大きいですし、何かいろいろされているなというのは入ってきますけど、

川崎発で、川崎はこういう事業をやっているんだよ、市民と一緒にやっているんだよとい

う新しいモデルを発信できればいいなと思いました。 

 ぜひ、今あるそういうことを膨らませて、新しく何かをやることも必要かもしれません

が、例えば、先ほどの中にシニアの関係で、いきいきリーダー、いきいき体操を普及する

というご説明がありましたけれども、今、ケアマネジャーとかヘルパーさんとか、ちょっ

と国の資格の仕組みも変わってきていて、今、地域で働かれている方たちも混乱している

ような状況の中で、また新しいリーダー養成があるのかなと私は感じてしまったんですね。

ですので、今ある仕組みをぜひうまく使って、こんないいことが起きているよということ

をアピールするという視点を入れていただけるといいのかなと思いました。川崎はすぐれ

た活動をたくさんしていると思いますので、ぜひアピールをしていただきたいと思います。 

 それからもう一つ、子どもの事業で、先ほどの職員のお話の中でも、福祉系の保育関係

の職員も他都市に比べて多いというお話がございましたが、先ほど、２０１５年までは子

どもは増加するんだというご説明もありまして、２０１５年まであと５年ぐらいあるわけ

ですが、その間も保育職員の削減は、一律でやっちゃうのかなと、それでいいのでしょう

かと思いました。他都市の子どもの人口比率はよくわかりませんが、他都市がこうだから

川崎もこうということよりも、川崎はまだ１５年まで子どもは増えるのだからこうという

考え方が、行財政改革プラン素案にも川崎の特徴を生かした形で載っているといいかなと
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思いました。市役所が直営で保育園をすべてやらなきゃいけないということではないと思

いますし、民間委託は進んでいくんだとは思いますけれども、ちょっとこの冊子からは、

川崎が１５年まで子どもが増えるという大きな特徴があると思うんですけど、そこに則し

ているところがお見受けできなくて残念でした。 

 開かれた学校というキーワードと学校教育力の向上は、別のシーンで出てきたんですけ

れども、学校が開かれていくというのは、地域活動で、例えば今でも学校の校庭を使った

り体育館とかを使わせていただいて、地域の子どものスポーツクラブがやっているとか、

地域の集会をやっていると思いますけど、もっと何か、学校のそこの児童生徒さんと一緒

に地域の人が活動できるような仕組みができたらいいのかなと思っています。 

 一つ、私の身近なことでは、うちの息子が、小学校の時代に地域でサッカークラブに入

っていまして、地域のお父様方が子どもの面倒を見て、サッカーチーム、毎週週末やって

いらしたんですけど、中学校になってサッカー部に入った途端にお父さんの出番はパタッ

となくなるよというお話がございます。だから学校側に、例えばサッカーの経験の先生も

おいでで、野球の先生もおいでで、バレーボールの先生もおいででというのは、それは望

めないことですし、先生はある年限がきたら異動されてしまうということもあって、地域

にせっかく野球のコーチができる方も、サッカーのコーチができる方もいらっしゃるだろ

うに、何かできないのかなという気はすごくします。 

 ちょうどそのぐらいの年代のお父様方、３０代、４０代ぐらいの子育て世代のお父さん

方はお仕事が一番忙しい年代で、なかなか地域と関われない方が多い年代だと私は思うん

ですね。そういう方たちが地域にちょっとでも関われる場を学校が持てるといいのかなと。

そうすることで、部活の先生は、拝見していますと、この先生は一体いつお休みになって

いるんだろうというぐらい、とても力をかけて、教育に熱心にかかわってくださっていま

すけれど、その先生方に、さらに教育力を向上せよというのは、なかなか難しい。さらに

何かをしてくださいとはお願いできないと私は思いますので、ぜひ先生方のお仕事をみん

なが担えるような形を考えた、開かれた学校というものをお考えいただけると、地域の力

も出てくると思いますし、ひいては、コストも少し削減していくんじゃないかなと思いま

したので、ぜひそこは一緒のことだと、地域に開くということと、学校の教育力を地域の

力で向上するという形を考えていただけるといいのかなと思いました。 

 

大木委員 
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 皆様と同じように、大変よくまとまったプランができ上がったなと思っております。敬

意を表します。 

 それで、個人的なことではあるのですが、私、介護を将来受ける前期高齢者になりまし

たし、それから子育ては終わりましたけれども、娘を持っておりますので、娘が仕事と育

児をどうやって両立するかというのは、下手をしますと自分にはね返ってきますので、非

常に真剣な問題で、例えばこの前、病院で話をしたのですが、内科の先生はいいんですが、

外科の先生は手術が入っているときに娘さんが熱を出すと。そのときどうするんだと。ほ

かの先生、かわって切ってくださいとはいかないので、夜中とか出張までも含めたことに

非常に興味を持っております。私の勤めていた会社は、かなり女性に優しいですが、旦那

さんの会社も何かやってくれないと困るなという不公平感がありました。そういう意味で、

介護も、特養も、保育も、どんどんつくっていかないと間に合わない時代ではあるのです

が、二つ申し上げたいことがありました。 

 一つは、先ほど雇用の問題で、清掃と保育の問題がありました。これは、担い手か受け

手かということと同時に、これをやることによって幾らの雇用が創出されますよというこ

とが余り述べられていないのですね。産業として見ていったら、どれだけの新しい雇用が

起きて、税収入にまで直接響かないと思いますが、そういう産業としての面をとらえた記

述がもう少しあってもいいのかなというのが１点です。 

 それから産業としてとらえますと、先ほど１５年でピークが来るということなんですが、

ピークになった後、何が起きるかわからないですね、今の世の中。株価もそうですけど。

今までやっていたものが古くなって、人口が減らなくてもそのサービスのレベルが低下し

てしまうというのがありますので、民間で運営しますといろんなアイデアが出ますから、

箱は公がつくってもいいと思うのですが、できるだけ民間にして、いつでも逃げられる、

要するにピークを過ぎたら人員配置が民間はできるわけですね。公ですと、なかなか人員

配置はできませんし、ですから、雇用をどういうふうにつくっていくかということと、人

員配置も含めてサービスの変化が起きても耐えられるような制度や仕組みに、できるだけ

早急に知恵を出しながらやっていただけないかなと。ですから雇用、産業という意味の面

も触れながら考えていただきたいというのが１点。 

 それからもう一つ、いろんな産業育成のプログラムがありまして、これもいいなと思う

んですが、これもＧＤＰでどれぐらいとか、新産業による雇用創出はどのぐらいという目

標がもうちょっと明確にあってもいいのかなと。空振りになっちゃうかもしれませんけど、
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夢としては、川崎市はこれだけ産業を育成して、このぐらいの収入とこのぐらいの雇用を

生み出すんだというところも産業の計画として、ある程度目標を持って書いていってもい

いのかなと思っています。 

 以上です。 

 

辻座長 

 皆さん、いろいろご意見いただきました。これから順次答えていただきますが、私なり

に全体をあえて大きくくくりますと、四つに質問を整理できるのではないかと思います。 

 一つは、全般的な経済状況及び今後の財政見通しに関する点でありまして、具体的には、

直近で見た場合の経済状況及び収入動向についてどうなっているのかという観点。それか

ら、それに付随しまして、現在起きている土地利用状況の変化ですね。ここら辺からいわ

ゆる歳入の税収動向がどうなっていて、どういう方向に誘導していくと有効なのかという

観点。あわせて、今出ましたが、３番目に雇用、産業という面から考えた場合に、今回の

この二つの計画はどういうふうに総括できるのかという観点。それから、将来を考えてみ

た資産マネジメントの件、アセットマネジメントの件ですね。今回８つほど展開されてい

ますが、全体として、現時点でどのぐらい計画がつくられていて、どの程度まで強化しよ

うと思っておられるのか。それから、最後に全体にくくる観点として、確かに立派な計画

書ができているんですけど、この経済状況で本当に全部やれるのですかと。このことにつ

いてどういう感触を持たれているのか聞きたい、これが最初の経済見通し及び財政推移の

大きい話です。 

２番目として、この点に付随する点でもありますが、特に今回出された点では、こうし

た中で、公共サービスの充実・強化を図っていく中でも、縮小していくべき公共サービス

はあってしかるべきで、この点についてもっと提起すべきではないか、具体的にはどんな

ことが考えられるのかという問題提起が１点。それからもう一つ別な観点から、受益者負

担の強化という観点。この点をもっと協調して、必要なものは受益者負担を強化していく

べきではないか、この点についてこのプランの中ではどうなっているのか。この公共サー

ビスの縮小及び受益者負担に関する強化が、２番目の観点になります。 

それから、３番目の観点としては、大きい視点から言うと、組織・人材管理に関する点

でありまして、総論的に言うと、民間企業も組織管理・人材育成にはかなり工夫をしなが

ら力を入れてきて、川崎市もこの点については努力を重ねておられますが、不断の努力が
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必要で、今回の改革プランの中で、具体的にマネジメントや人材育成に関して、さらにど

んなことを考えておられるのか、さらにもっと強化してもいいのではないかという観点が

一つ。それからもう一つ、出資法人関係ですね。随分たくさんありますが、これらについ

て、これまでも見直しをしてきておりますが、さらに見直しの余地があるのではないかと

いう観点が２番目。３番目としては、過去３年、１，０００人規模の人員削減を行いまし

て、今後も新たに数値目標を決めてということになっていますが、この職員の削減につい

ては、どういう手続で、どういう仕組みで行っていくのかという点が３番目。これは全体

として人事組織に関する観点であります。 

４番目は、市民及び市民サービスに関する観点でありまして、総論で言いますと、市民

本位のまちづくりも所期から掲げておられますが、これをもっと強化して重点的にやって

もいいのではないか。具体的には、四つぐらいの観点がありまして、一つは、高齢者です

ね。高齢者を担い手としてさらに活用する。今までも取り組んできておられますが、さら

に活用策を考えられないかという観点が一つ。２番目としましては、一つは区民会議、そ

れから区役所を拠点にしながら区づくりをしてきましたが、この点に関して、本当に機能

しているのかどうなのかという話と、どういうふうに意見が反映されているのか、もう少

しこれを具体的に活用するためには委員の任期を長くしてもいいのではないかという意見

も含めまして、区民会議及び区におけるまちづくりについてどう考えるかという観点。３

番目は、子ども、子育て関係でありまして、一つは、今後、公立の保育園は減らしますけ

ど、民間も含めて全体の保母さんはどうなっていくのか、これが一つ。それから最後に、

地域における学校の教育力の向上策ですね。開かれた学校という部分について、地域で何

をしていくのかという観点、これが市民及び市民サービスに関する今後の一つの見解、ご

見識ということになります。 

それでは、以上の点につきまして、順次、事務局から現時点でお答えいただけることを

お答えいただければと思います。よろしくお願いします。 

 

野村財政局長 

 財政局長の野村と申します。 

 まず、収支でございますが、まず足元の経済情勢で、平成２２年度当初予算においては、

先ほどから説明しておりますように、市税は対前年比でマイナス１６３億という形で予算

計上をさせていただきました。これは一昨年のリーマンショック以降の影響で、川崎につ



 30

いてもその影響がもろに来たということでございます。しかしながら平成２２年度の実際

の収納の状況を見ますと、そこまでは落ちていないと。つまり、今、議会に補正予算等を

計上させていただいておりますが、例えば法人で言いますと約３０億円程度、個人の市民

税で言いますと１６億円程度持ち直しているということで、若干４０億程度は持ち直して

いるけれども、引き続き厳しい状況がある。さらに来年度に向けて言いますと、円高の影

響がどこまで出てくるのか。あるいはエコポイント制度の縮小で需要の落ち込みが経済的

にどう出てくるのか、また個人の給与の影響はどう出てくるのかというところで、引き続

き予断を許さない状況が続いているということで、先ほど委員からご指摘がありましたよ

うに、１０年間の収支見通しですと、よかった２１年度の状況に戻るには、やはり５年程

度はかかるだろうという見込みになるのかなと考えております。 

 １０年間の収支見通しという詳細な資料もご参考までに配らせていただきたいと思いま

すが、いずれにいたしましても、高位、中位、低位、三つのケースで収支見通しを立てて

おりますが、いずれにしても、１５０億から２００億近い収支不足が出るというところで、

さらなる行革効果の見込みを立てていくのと、あるいは収入確保対策、あるいは税収の見

通しを再度精査することによって、そこの対策を講じていく必要があると考えてございま

す。 

 今、お配りした冊子ですと、７ページ、８ページ、９ページ、１０ページあたりに収支

見通しをつけさせていただいておりますが、７ページの前提条件というところに、内閣府

発表の経済財政の中長期試算ということで、高位、低位、これが示されておりまして、そ

の間の中位と、三つのパターンでやってございます。細かいところで言いますと、歳入に

つきましては、市税についてはここに書いてあるように、例えば人口動態ですとか、ある

いは法人については名目成長率をとる、こういった前提で見込ませていただいております。

歳出につきましても、人件費につきましては、退職者の部分をそのまま補充するパターン

と、２分の１を不補充で人員削減を進めるパターン、また扶助費についても一定の過去の

伸び、投資的経費についても物価上昇等を見込むというような前提でやりますと、９ペー

ジにございますように、先ほどの行財政改革プラン等でお示ししたところでは、Ｃという

中位推計の退職者補充という数字を仮に載せさせていただいておりますが、こういった状

況になると。今の足元の状況でやると、歳入の市税がスタート地点は若干上がるけれども、

それほど大幅な回復は見込めない状況にございます。収支については、おおむねそういっ

た状況にございます。 
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あわせて財政関係、土地利用状況の見直しでございますが、確かに工場跡にマンション

が建っていると。工場の場合のさまざまな固定の償却資産はあるのですけれども、マンシ

ョンが建つと、そこに住民の方が入ってきて、２２年度については若干減少したんですけ

れども、課税所得者の数が増えるという部分もございますし、マンションの固定資産税も

入ってくるというところで、そこについても一定の税収増は見込めるわけでございますけ

れども、税源涵養のために、産業構造の変化に対応した新たな工場の誘致も図っていく必

要があるだろう、と考えております。 

 あとあわせまして、アセットマネジメントということで、これは山田委員からご指摘い

ただきましたが、川崎市では、現在パブリックコメントにかけておりますが、川崎のＰＲ

Ｅ戦略（パブリック・リアル・エステート戦略）ということで、一つは、これまでやって

きましたような市有財産の有効活用、市役所の前の駐車場、タイムズ２４と書いてござい

ますが、ああいった形で貸し出して、管理経費を向こうに持たせることによって、あれで

も５，０００万円ぐらいの財政効果が上がっています。そういった取組に加えまして、一

つはコンパクトシティーですね、ある施設をつくるときに、そこを複合化して使っていく

ということ。あるいは駅前の一等地にあるけれども利用度が非常に低いところについては、

ほかのところに機能を統合して、そこを民間に売却したり、より有効活用する、こういっ

た取組を戦略的に進めていこうということで、行財政改革プランの６３、６４ページあた

りにありますが、例えばミューザ川崎は、主として、まちの顔となる施設ですけれども、

そこの長寿命化に向けてどういったプランが立てられるかですとか、そういったところを

やっていくということも、今プランとして検討しておりまして、今後モデル的に幾つかの

施設で、長寿命化も含めて戦略的な投資、あるいは効率的な利用を図っていこうというこ

とでございます。 

 あわせて、広告についてもご指摘いただきましたが、屋外広告物については景観の問題

もあり、詳細な検討が必要ですけれども、一般的には、他都市でもやっておりますように、

例えば市で管理する横断歩道、歩道橋みたいなところは、かなり広告の価値があると一般

的に言われておりまして、そういったところについても検討の視野に入れて取組を進めて

いきたいということで、少しでも歳入の確保になることは、すべてやってまいりたいと考

えております。 

 財政局関係は、以上でございます。 
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白鳥行財政改革室担当課長 

 多少飛ぶところはあろうかと思いますが、私からは、２番目の縮小すべきサービス、受

益者負担の部分の考え方について、ご説明をさせていただきたいと思います。 

 まず、市民サービスという部分では、平成１４年に第一次の改革プランを出したときに、

ソフト系のサービスも含めて、こういう事業を見直させていただきますというのをしっか

り市民の方にお示しした上で、この間ご協力をいただきながら進めてきているところでご

ざいまして、当時としては、そこまでを全部公にした上で進めるというのは非常にエポッ

クメーキングな取組だったと思っておりますし、それにご協力いただいた市民の方々につ

いても本当にありがたく思っているところでございますが、依然として急激な経済危機等

を受けて本市の財政状況等厳しいものがある、それから、高齢化がどんどん進んでいく中

では、これまでかなりの事業を見直させていただいたところではございますが、今後もし

っかりとした見直しは進めていかなければならないということで、こちらのプランにおき

ましては、４８ページ以降にいろいろな取組を載せさせていただいているところでござい

ます。 

 今回これは素案でございますので、すべての取組について、何とかに向けた検討を進め

ますという形で、この段階では、市民の方に、今、川崎市はこういうところを見直そうと

考えていますというのをお示ししているところでございますので、成案に向けては、ここ

をさらに具体化して、物によっては、何年に見直しますとか、どのように見直しますとか、

そういうところまで書き込んでまいりたいと考えているところでございます。 

 それから、受益者負担につきましても、５２ページには総括的なところが書いてあるわ

けでございますが、既に受益者負担の見直しを考えている具体的項目につきましては、前

の部分に既に載せているところでございまして、例えば４９ページの一番上、先ほどもご

紹介させていただいたと思いますが、保育料の見直しですとか、そういう市民の方に大き

く影響を与えるものについては、方向性をメニューとして示させていただいてございます。 

 最初に佐藤委員からもお話がございましたとおり、こういう取組をするためには、市民

へのＰＲ、それから意識改革を図るような取組をしっかりしていかないと進まないという

ようなご意見も頂戴いたしました。私としても、そのとおりだと思っているところでござ

いまして、今後、このプランの成案に向けましては、なぜ改革をしなければいけないのか、

それから中長期的に見て、今後の川崎市をめぐる環境を考えたときには、今我慢すること

であっても継続的な安心を届けるためには必要なんだということを、しっかり市民の方に
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伝えていきたいなと思っております。 

 そんな取組としましては、最初のところで軽く説明はしたんですが、出前説明会という

のを総務局、総合企画局で力を入れてやっておりまして、そういう場では、例えば余り市

のことに詳しくない方に対しては、例えば国全体で９００兆円の借金があって、それを人

口で割ると一人頭７００万程度の借金があるんですよと、そんなような身近な話から始め

て、なぜそれを進めていかなければいけないのかというのを伝えていくというような取組

はしているところではございますが、今後もしっかり取り組んでまいりたいと考えている

ところでございます。 

 

佐川行財政改革室担当課長 

 出資法人について。現在、素案では、２９法人を対象に記載をさせていただいていると

いうことでございます。法人のあり方の検討に当たりましては、平成２０年４月に作成い

たしました出資法人の経営改善指針及び行財政改革プランに記載した内容に沿った取組を

展開しているところでございまして、法人ごとに事業の必要性、行政関与の必要性、現法

人による事業執行が最も効率的で効果的かということを確認しながら法人のあり方の検討

を行うとともに、経営状況につきましては、監査法人の公認会計士等の専門家の助言をい

ただくなどの取組も行いながら、一定の役割を終えた法人、それから存在意義が薄れてい

る法人があれば一つ一つ議論をして、統廃合を含めて検討をしているものでございます。 

 また、次の新たなプランの３年間の途中に、２５年という節目がございます。公益法人

改革も、そこまでに新たな法人に移行しなければ、法人として存立できないという関所も

ございますので、次のプランにおきましては、さらにこの点を踏まえながら法人のあり方

を検討していきたいと考えております。 

 なお、現時点で廃止が決定しているのは、指定都市記念事業公社でございまして、２３

年度末で廃止をする予定で、手続を進めているという状況でございます。 

 以上でございます。 

 

池之上行財政改革室担当課長 

 それでは、私からは保育の関係で、子ども、子育ての関係で民営を含めたという部分で

お答えをさせていただきます。 

 保育サービスを提供するという視点におきましては、国が定めた基準は「保育所保育指
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針」がございますので、基本的には公営保育所と民営保育所は同じサービスを提供してい

ると考えているところでございます。そのサービスの内容は、基本的に変わりはないと考

えているところでございます。本市におきましては、人口１万人に１カ所の保育所と、政

令市昇格当時にこういう目標を掲げましたので、公営保育所の割合が比較的高い状態で取

組を進めておりましたが、公営保育所と民営保育所のそれぞれの特徴を生かしながら、こ

の間、川崎の保育をつくり上げてきたという状況でございます。 

 公営保育所の施設につきましては、老朽化も進んでございますので、今後につきまして

は、職員の退職動向等も踏まえながら、民間の活力を活用しながら、新・保育基本計画素

案の中でも、実行計画の中でも出ておりますけれども、次年度からの３年間におきまして

は、４，０００人の定員増を図るということで、基本的に保育所をなくすということでは

なくて、保育の子どもの数は増えている状況にございますことから、より効率的な民間の

手法を取り込みながら定員増を図り、待機児童の解消に向けた取組を進めてまいりたいと

考えているところでございます。 

 以上でございます。 

 

唐仁原行財政改革室長 

 先ほど、辻委員、安部委員から、人員削減等について、どういうふうにやっていくんだ

と、仕組みはどうだろうかというお話がありまして、一つには、公務員の場合、定年を待

って退職ということで、通常民間企業であれば、企業の経営状況等に応じて人員の整理等

が行われますけれども、公務員の場合、退職不補充という手法でやっておりまして、この

８年間、行財政改革を進めてくる中で、トータル２，５０９名の職員を削減してまいりま

した。これは保育園の保育士さん、清掃の部分の収集の作業員等が主なものになります。

これについては、先ほど保育のところでもありましたように、保育については、例えば、

老朽化等にあわせて新しく保育園をつくる場合ですと、民間にお願いしてつくるパターン、

それから、公立の保育所が古くなって建てかえをする場合でも、定員増を図って運営を民

間にお願いをする。退職にあわせて、要は不補充により、運営を民間にお願いする、こう

したことでやってまいりました。 

 清掃についても退職不補充というやり方は一緒なんですけれど、これまで通常の生活、

一般家庭から出るごみ、それから商店等から出る事業系のごみ、あるいは粗大ごみ等資源

物のごみの収集、これはすべて市の直営で収集をしておりましたものを、最初に、事業系
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と呼ばれるごみをまず民間に収集をお願いしたということ。その次に粗大ごみの収集につ

いても民間に委託をしている。それから直近ですと、空きびんの回収、収集を委託してい

るということで、部門ごとに委託をすることで職員の削減を行ってまいりました。これに

ついては、退職不補充という手法で削減をしてきたというところでございます。 

  

鈴木都市経営部長 

 総合企画局の都市経営部、鈴木でございます。 

 区民会議の運営、あるいは区役所の機能強化について、実行計画の冊子をごらんいただ

きながら、ご説明をさせていただきます。 

 １９７ページに、区民会議の運営の事業位置づけをしております。区民会議につきまし

ては、この春でちょうど丸４年でございまして、先ほど西谷委員からもお話をいただきま

したけれども、二期４年を経まして、７区でそれぞれ地域独自の活動をされてこられ、区

民会議の委員の皆様から交流をしたいということで、こちらの写真は今年３月に交流会を

させていただいた模様でございまして、７区の区民会議の委員さんが一堂に会しましてこ

ういった交流会などをし、各区の独自の情報交換などをさせていただいたということでご

ざいます。 

 この区民会議の目的は、地域の方が地域で解決するための課題を拾い上げる、抽出する、

解決策を考えてみずから実行していく、そういう枠組みの中で区民会議が運営をされてい

るということでございます。 

 ２０１ページをお開きいただきたいと思います。区役所機能の強化、区行政改革等、区

民会議のところであわせてご説明いたしますと、２０１ページの枠組みのところに、目指

す区役所像ということで、四つの区役所像がございますけれども、こういった四つの区役

所像に向けて、区の機能強化、あるいは区行政改革を進めていくということでございまし

て、この目指す区役所像を踏まえた形で、各区の区計画が現在素案上でも取りまとめられ

ております。 

 ２０２ページをお開きいただきますと、各区の区計画の構成がございますが、区みずか

らが取り組む事業、あるいは区と政策領域を所管する事業局各局が連携しながら進める事

業、あるいは区の意見を踏まえて局事業という枠組みの中で実施する事業、それぞれを取

りまとめておりますけれども、そういった中での区役所事業、あるいは区、局・区連携事

業、あるいは局事業、それを表示しながら各区の事業を取りまとめております。さらに１
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の最後の中ごろにございますように、区民会議みずからが参加と協働で課題解決に取り組

む中で、区が区民会議が取り組む課題解決のお手伝いしようというものも、その中に位置

づけております。 

 西谷委員がご参加をされていた麻生区の例示でご説明いたしますと、２６７ページに麻

生区の区民会議の参加と協働の取組事例ということで、２６７ページの上段に、これまで

の二期４年の取組がございます。一期目は課題の抽出ということで、「心が響きあう地域

づくり」からのご説明をさせていただいた上で、具体的な実行の段階では、企画部会、地

域交流部会、環境部会に分かれて実施の段階に移っているという事例紹介をさせていただ

いております。 

 また、先ほどご説明いたしました区民会議事業ということで申し上げますと、１ページ

おめくりいただきまして２６９ページの最下段でございますが、エコのまち麻生推進事業

についてですが、この事業は区民会議の中で議論をされ、具体的な課題解決の取組の中で、

区として事業を立てていくものを、こういった形で位置づけをしております。そのほか両

開きの部分、あるいは次のページの部分で、局事業、あるいは局・区間の連携事業を位置

づけておりますが、こういった事業につきましては、区役所の機能強化の中で地域の課題

を踏まえて、それを区として課題解決のためにこのような事業をやっていくべきだという

議論をし、それを計画に位置づける、そういうプロセスの中で、区が主体的に取り組んで

いるものを示しているものでございます。 

 こういった形で、区役所機能の強化を実行計画の策定の中でも反映をさせ、計画策定を

進めているということでございます。 

 以上でございます。 

 

瀧峠人事部長  

 総務局人事部長の瀧峠と申します。 

 人材の管理ですとか育成の関係でご意見、ご質問をいただきました。改革プランの素案

ですと、先ほどございました３９ページ以降に、考え方と代表的な取組がございます。人

材育成関係は、主に４２ページに幾つか取組を掲げさせていただいております。一つは、

辻座長もずっとご指導いただいておりますが、人事評価の制度というか仕組み、システム

を、平成１６年度から試行も含めて始めているのですけれども、人材育成の大きな要素と

してよく言われます、ＯＪＴ（オン・ザ・ジョブ・トレーニング）、仕事をしながら職員
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を育成していく、みずから高めていく、ここを重視しているところがございます。人事評

価の仕組みは、簡単に申しますと、局とか課が、組織の目標をまず年度の初めに設定をい

たしまして、それをもとに個々人がその年度に達成する業務目標を上司と相談しながら設

定をいたします。それぞれの目標が、実行計画の素案にも出ておりますけれども、実行計

画のそれぞれの事業目標にリンクする形で、個々人の目標を達成することによって事業の

達成も図っていくと、そういう仕組みになっています。そこの中で、評価の結果について

は、ボーナス、勤勉手当への反映ですとか、昇給への反映ということで、制度上でいきま

すと、局長級ですと最終的に５段階の評価になりますが、５が一番上で、１が一番低い。

１というのはなかなかないですけど、制度上は、昇給とボーナスを合わせると年間で７０

万ぐらい差がつくような形になりますけれども、一つはそういう仕組みを入れております。 

それからもう一つは、４２ページにも少し書いてありますけれども、専門的な能力の向

上ですとか、キャリアデザイン、複線型の人事制度ということで、戸籍ですとか、生活保

護の関係ですとか、建築関係ですとか、かなり専門性が要求される分野については、本人

の手挙げの方式で、通常ゼネラリストみたいなものですと、３年とか４年ごとにいろんな

ところを経験するのですけれども、本人の希望によっては、ずっと固定というわけでもあ

りませんけれども、かなり専門の分野に携わって係長なり課長なりになっていくと、そう

いう人事配置といいますか、昇任の仕組みも入れております。 

それから昇任関係ですと、ほかの自治体でもあると思いますが、一つは、係長になるに

は、川崎は試験制度でございますので、その試験をクリアしていかないとなれないという

ことと、もう一つは、管理職の若手の課長級には、チャレンジ制度というのがあります。

それについては４０代の前半で、みずからもちろん手を挙げて積極的に取り組んでいくよ

うな人材を登用していくと、そういったようなこともやってございます。 

それともう一つは、団塊の世代が大量に退職いたしまして、この間もある場で話題が出

たんですが、いろんな技術とかノウハウの継承がうまくいっていないという状況も出てき

ているんですけれども、まだ具体にはなっていないのですが、退職した職員を再雇用みた

いな形で、技術の継承ですとか、あるいはアドバイスみたいなことも含めた仕組みが入れ

られないかなということで、少し検討もしているところでございます。 

それから、組織的には、ここのプランに書いてございますけれども、今年度の４月に組

織改正を少しいたしまして、先ほどの人事評価の担当とか、従来、研修所と言っていたも

のも一緒にして人材育成課というものと、それからまた逆の面では、職員のメンタルヘル
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スも非常に重要になっておりますので、そこを担当しております健康支援課という課がで

きましたが、そこを一つの部相当にして、人材育成センターというようなことで、一体的

な推進を図ろうということで、組織面の整備についても取り組んでいるところでございま

す。 

雑駁ですけれども、以上でございます。 

 

辻座長 

 事務局からしっかり説明してもらいまして、皆さんからもしっかり質問していただいて、

しっかり答えていただいている間に、もう時間が超えてきていまして、これから議論のい

いところかもしれませんが、あと教育の点について、まだお答えいただいていないんです

が、その点を含めまして、最後に市長さんからコメントをいただけますか。 

 

阿部市長 

 教育から話をしましょうか。今、開かれた学校という意味では、まさに地域と学校との

つながりですね。子どもたちも職場訪問だとか、あるいは地域の人たちが学校に入ってい

ろんなことを教えてくれたり、例えば大工さんたちが行ってものづくりを教えたり、そう

いうことをやっています。またスポーツ関係だと、野球、サッカーが非常に盛んですが、

これは指導者がたくさんおりまして、フロンターレも指導してくれていますし、フロンタ

ーレの選手が読書まで指導するという状況ですね。アメリカンフットボールと同じような

のでフラッグフットボールというのがあるのですけれども、これも法政大学の学生たちが

教えたり、そんなことをやっていて、地域と学校との連携は確実に進んでいます。まだま

だそういう余地があると思うのですけれども、それは放課後の活動であったり、あるいは

総合学習の時間であったり、学校そのものも地域に関連しようということで進めているん

ですが、なかなか管理を受けるところがなくて、結局ＰＦＩ方式ではるひ野小中学校がや

っていて、先生方は、学校の建物等の管理から開放されて授業を中心にできる。小中一緒

ですから、専門科目の中学校の先生が小学生を教えるとか、いろんな取組をやっておりま

して、まさに地域と一体となった学校が目標になっておりますので、これからも進んでい

くだろうと思います。 

 それから、シニアですけれども、いきいきリーダーというのは、いろんなシニア活動が

ある中の一つでして、これは地域における健康体操だとか、あるいは老人クラブ活動、そ
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ういうところのリーダーが不足しているということで、緊急に、いきいきリーダーを育成

していこうという取組を始めたわけですね。今現在、老人クラブとか、あるいは市民アカ

デミーの卒業者等々の地域貢献が一つの合い言葉になっていまして、老人クラブも、自分

たちの趣味だけじゃなくて、地域に役に立つ活動を一生懸命してくれていますね。シニア

の参加は、そういった自発的な活動のほかに、先ほど大枝委員からお話がありました、シ

ニア活動が自発的に、組織的に大きくなっていく仕組みですね。シニア活動の開発グルー

プを最初に育てて、そういうところからいろんな活動が育っているのですが、まさに事業

として成り立つようなものも出てきていると思うのですね。それからもう一つは、区役所

における協働事業ですね。協働事業も提案型の事業で一緒に参加してくれるとか、そうい

った自発的なものから、区役所との協働でやっているものまでたくさん出てきております。

例えば、市民健康の森はボランティアの活動が非常に盛んで、完全にお任せしていて、下

草刈りだとかいろんな管理をやってくれております。 

 それから、区民会議については、区民会議で提言したものを区役所あるいは市役所が実

現するのではなくて、自分たちができることを提案してもらって、自分たちで解決しても

らいましょうという組織です。まさにシニアの方が多いのですけれども、そういうような

事業を取り上げて活動しているわけですが、一期２年で、企画をして実行ということにな

ると非常に難しいのですが、一期目の人たちは新しいテーマがたくさんあるのでそういう

ことになるのですけども、二期目以降の方々は、ある程度過去からの蓄積を前提にして、

新しいものを加えるといっても１項目か２項目というぐあいで、継続的に区民会議がある

ということを考えていただくと、新しい区民会議になったから新しくしないといけないと

考えると重荷になりますので、そうではなくて、地域の課題は何年も同じものがあるわけ

ですから、そういうやり方をしていただくことが大事なのではないのかなと思います。 

 それから、新しい産業ですけれども、特に研究開発関係を重視していまして、川崎には

サイエンスパークが三つあります。それぞれのところで研究・開発が行われているのです

けれども、中小企業の開発力を育てるというのが一つありますが、その最先端の分野とし

ては、新川崎のナノマイクロ、そこから発展するいろんな産業が、これからはどんどん出

てくるだろうと思いますね。それから殿町３丁目、羽田空港の対岸には、環境技術関係と、

それからライフサイエンスですね、それの核が今できつつあって、第２弾としては、民間

のレンタルラボですか、そういった事業だとか、まさに日本の経済全体を将来に向かって

牽引していくような新産業部門を育てようという取組を進めておりまして、国の成長戦略
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と同じものというか、むしろ先行してずっとやってきたわけでして、国際戦略総合特区に

ついても申請しております。その中で、環境ライフサイエンスがあるわけですけれども、

もう一つは、福祉産業ですね。まさに高齢化になったときに、人的資源で高齢者の介護を

やるのは限界にきていますので、老老介護ということを考えると、介護ロボットであった

り、いろんな産業技術によって社会全体を支えていくような仕組みに切りかえていかない

といけない。これは日本だけじゃなくて、中国もそうだし、韓国もそうだし、物すごい需

要があるわけですね。ですから、まさに人間に直接サービスするような産業部門を、将来

にわたって大きな産業に育てたいという取組をしております。これは、かわさき基準、Ｋ

ＩＳというスタンダードです。参考にしていただきたいのは、元東大総長の小宮山宏先生

の課題解決先進国という取組ですね。まさにそれを川崎市がやっています。高齢化あるい

は人口減少社会でも、まさに国際社会を支えていくような産業振興に取り組んでいるとこ

ろでございます。 

 

辻座長 

 ありがとうございました。 

 いろいろ今日も議論がありましたが、今、巷では、住民自治の強化が随分言われていま

すけど、川崎も、今の区民会議を初め、地下鉄の住民投票にかける意向アンケートもやり

まして、こちらの点も、前から努力されていますので、アピールすると同時に、これをさ

らに磨きをかけていってほしいと思います。 

 以上、本日の議題は、これで終了いたします。 

 事務局に議事進行を戻したいと思います。 

 

佐川行財政改革室担当課長 

 ありがとうございました。 

 本日の議事につきましては、事務局にて会議録を作成いたしまして、次回の委員会にお

きまして、委員の皆様にご確認いただいた上で、公開の手続を進めたいと思いますので、

よろしくお願いいたします。また、次回の委員会につきましては、３月下旬を予定してお

ります。日程等につきましては、改めて事務局より連絡させていただきます。 

 それでは、これをもちまして、平成２２年度第２回行財政改革委員会を終了いたします。 

 長時間、まことにありがとうございました。  


